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1．はじめに

G｝背景・目的

兵庫県 南部地 震 の よ うな 大地震 後 の 火 災 で は、耐 火 造

建物 で 出火 して集 団火 災 に至 っ た 事 例 や 、耐 火 造 建 物 で

あっ て も類 焼 し全焼 した 事例 が 見 られ て お り、都市の 火

災安全性を考 える 上で、耐 火 造建物 の 出火 や延 焼 に関 わ

る要 因 を解 明する こ とは重要 である。

既 存の 地 震時 出火件数予 測 手 法 は、木 造建 物 等 にお い

て 、 使 用 中の 火 気 器 具か ら地震直後 に 出火 し延 焼 す る、
とい う関東地 震や 福 井地 震 当時 の 社会や 生 活様式 をふ ま

えた もの で あ っ た。と こ ろ が、兵庫県 南部地震 で は、出

火 が 地震 後長 期間に 渡っ て 発 生 す る傾 向 や、季節 ・時刻

に 依存 し な い 出火 パ タ
ー

ン増加 の 傾 向 が 見 られ た。こ う

した こ とか ら既存の 予測手法 で は、現代社会に お け る地

震 火 災 の 実態と合わ なくな っ て きて お り、建物構 造の 変

化や 出火 機 構の 変化が 影響 して い る と考えられ る e

　笹者 らは、ユ995 年兵庫県南部地震後 の 火災にお け る出

火 ・延焼機構解明 の た め、既稿
1，

で地震 時の 出火 機構 に

つ い て 論 じた。しか しな が ら、既稿 で は 火 元建物特性 と

地 震 時出火 機 構 の 関 わ りの 有無 に っ い て 、検討 され てい

な い 。

そ こ で 本 稿で は、構 造や 用 途等 の 火 元 建物特性 と地 震

時 出 火 機構 との 関 わ りを明 らか にす る と と もに、耐火 造

建物 にお け る 出火 機構 に 関す る 知 見 を得 る こ と を ね らい

と し て、兵 雄県 南部 地震 に お け る火 災デ ータベ ー
ス に 基

づ い て 、 分析 ・考察を行うe

（2｝研究方 法

　兵庫 県南部地震後 10日間に発生 した火災事例情報 に基

づ い て 集計 。分 析 を行 っ た 。 火 災 事 例 情報は 消防局 や 複

数 の 研究機関がデ
ー

タ収集を行 っ てお り、対 象地域が 広

く火災情報が 詳 し い 文 献2） を も とに 、火 元建 物情報が

詳 しい 文献3） 4） の 情報を加 え 、 消防局 へ の ヒ ア リン グ

調 査に よ り文献 3） 4） の 対象 外 の 地域の 情報を追加、お

よび 悄報確 認 可能な事例に っ い て 確認 を行 っ た。

〔3｝分析 対 象 データ

　1995年 1月 17 日〜26 日の 10 日聞の 建物火 災及 び建 物 倒

壊 に よ る火災で ，文献2）の 出火原 因 不 明 の 事例 を 消防

局 の 推 定 お よぴ 住 民 ヒ ア リ ン グ情報 で 補完 し た デ
ー

タと

し た
。 既稿

1）
で は 出火 原因情報 （火源 ・経過 ・着火物 の

一
部）が 得 られ た 181件 の み を対象 と して い るが 、 本稿

で は非 木 造 建 物 データの 母数 が少なく なりす ぎ る と分析

が困 難 に な る こ と を考慮 し て 、出火 原 因 情報 不 明の デー

タ を含 む 308件 と し た。なお 、図 の 表 現 上、火 源 等の 各

出火 原因情報が 不 明 の デ
ー

タ を母 数 か ら除 外 して 図 示 し

た場合が あり、そ め旨を図中、も し くは本 文 中に 驚 し た．

　こ こ で 言う耐火造建物 とは、主要 構 造部 がRC造 （鉄筋

コ ン ク リート造）、SRC造 （鉄 骨鉄 筋 コ ン ク リート造）

の 建物 を指 して い る 。 準耐火造建物 と は上饂 以外の 建築

物 で、主 要構造部が S造 （鉄骨造 ・軽 量 鉄 骨造 ） の 建物

を指 してお り、 主要構造部に木造を用 い た 建 物は含 まれ

ない 。

分析対 象 と し た 耐火 造建 物 の 大部分 はRC造 で あ り 、 分

析 対 象 と し た 木 造の 大 部 分 は防 火 木造 で あ る。以 後 の 分

析 で は 構 造 種別 を、RC造 ・S造 ・木造 に分 け て 示 す こ と

と した。

　出火 に関 わ る 要因 と して、火 源 や熱 源 発 生 要 因が あ り、
延 焼 に関わ る要因 と して 、火 元 建 物 構造が ある と考 え ら

れ る 。 火 元 建物の 構造被害は、地 震の 衝撃に よる熱源 の

発 生 段 階に 関連が ある と同時 に、構 造被害発 生 に伴 う防
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火 性能低下が延 嶢拡大に つ なが るた め、分析 に用 い た 。

使われ て い る火源や構造との 関 連 が強い 要素と し て 建

物用途を分析 に用 い た。ま た、最終的な火 災被害量を

表す要素 と して 焼損 規模 を 用い た 。以 上 よ り、建 物 構
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　颱
造、構造被害、建物用 途、火源 、黙 源 発生要 因 、焼損

規模等を主なパ ラ メーターと して 分析を行 っ た。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 鎚

2 ．火元構造 ・被害と熱源発生要因、饒損規模
まず 、 建物特性の うち建物構造の 観点か ら検討す る。

（1）構進および被谷別にみ た熱源発生 要因

火 元 講 造別 にみ た 構造被害 と熱源発生要因 の 関連を図

1
、 図 2 に示 す 。 図 1 に搆造被害が 全 ・半壊の 事例を、

図 2 に構造被害が軽微 ・なしの 事例を示す。

図 2 よ り、RC 造や S 造で は 構造被 害が軽微 ・な しの

場合、木造 同様 に 熱 源 あ り タイ プ の 割合 が 最 も高 く

な っ て い る。同 時 に、地 震 の 衝 撃 に よる 熱源発 生 タ イ

プ や、衝 撃÷通 電 に よる熱 源 発生 タイ プ の 割合が 、木 造

に比 べ て 高い 傾向 があ る。
一方、図 1 よ り、 構造被害が全 ・半壊 の RC 造や S 造

で は、地震の 衝撃 に よ る熱源発生 タイ プや、衝撃＋通 電

に よ る熱源発生 タイ プの 割合 が、木造に 比ぺ て 非常 に

高い 傾向がある。

（2）構造 ・被害 ・熱源発生要因別の 焼換規模

黙源発生要因別の 焼損規模につ い て、構造毎に 図 3 〜

図 5　（熱源発 生要因不 明の 事例を除 く）に示 す。
図 3 よ り、RC 造で 集団火 災や 全 焼に 至 る事例 は、熱

源 発 生 要 因 不 明 の 場 合 が 多い。集 団 火 災 や全焼 に 至 っ

た事例 は 、衝 撃＋通 電 に よ る熱源 発 生 タイ プ 、熱 源 あ リ

タイ ブ、衝 螺 に よ る熟源発 生 タ イ プ に お い て も わず か

に 見 られ る。

　図 4 よ り、S 造 で集団火災 に至 る事例は 熱源 発 生嬰 因

不 明 の場 合が多 く、そ の 他に、衝 撃 に よる熱源 発生 タ

イ ブ で 見 られ る。

　図5 よ り、 木造で も、RC 造や S 造 と同様 に 、 集 団火

災に 至 る事 例 は 熱源 発 生 要 因 不 明 の 場合 が最も 多い も

の の
、 熱源発生 要 因 タイ プ 毎 の 焼損規模 の 違 い は 明 ら

か で は ない 。

　図 3 〜図 5 を 比べ る と、木 造 の 火 災は 集団火 災 や全 焼
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図 4　熱源発生要因別にみ た焼損規模 （S造》
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に 至 る割合 が、総 じて高い 傾向があ る
一
方 で、RC 造の

火 災は 、熱源発生 要 因 タ イ プに よ らず、部分焼 。小火

に と どまっ た ケ
ー

ス が多い。RC 造 の火 災で焼損規模が

大きく なっ た事例 に つ い て は火源等熱源発生 要 因 が 不

明の 場合 が ほ とん どで ある が、構造被害の 大きさ との

関連が 強い と推定 され る 。

そ こ で 、 構造お よ び被害 と焼 損規模の 関連につ い て み

る と （図 6 ・図 7 》 、 RC 造は構造被害 が 軽微 な場 合、

大 部分 は 部分焼以 下に とどま る 傾向 が ある
一

方 で 、

全 ・
半壊 し た 場 合は 全焼及び 集団火 災に 至 る割 合 が 高

い 。木造は 構造被害にか か わ らず集団火災や全半焼 の

割 合 が 高い が 、 特 に、全 半壊 した 木造の 大部分 は 集団

火災 か 全 半焼 に 至 っ て い る傾 向が あ る。

m 造C20，

S 遒｛10 ｝

木這（64 ｝

火元建物被害が全 ・半壊の 事例
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騾
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，ロ E分焼

目 ，亅火

図 6　構造被害が全 ・半壊事例の焼損規模 （火元構造別）

3 ．火元用途 ・被害と熱顴発生要因、焼損規模

前 節 では火元 建物特性の うち構造租別を中心に 見 て き

た が、建 物 の 火 災 に 対 す る特性 を さまざまな面 で 包含

ずる 要 棄 と して 建 物 用 途が あ り、以 降は 建 物構 造 お よ

び用途の 観点か ら検討を行 う。

（1） 檎 造 ・用逾 と熱源 発 生要 因の 関 運

火 元搆 造別 に建物 用 途構 成を み る と （図 8 ）、木造で

は 戸 建 住 宅 が 半数を占め、次に 共 同住宅、即ち、長屋

や ア パ ート等が多い 。RC 造は 共同 住宅が 半数以 上 を占

め る。S 造で は多い 順 に 共同住宅、工 場 、戸 建住宅の 順

にな っ てい る。

　木 造の 主な用 途別 に熱源発 生 要 因 をみ る と 〔図 9）、

戸 建 住宅 で は 共 同住 宅 に 比 べ 、地震前 に 熱源 あ り タ イ

プが 多い 傾向 が あ る。一方、RC 造 の 主 な 用途別 熱源 発

生 要 因 を み る と （図 10》、RC 造共 同住 宅 で は 木造 戸建

住宅同 様に 地震前 に 熱源あ リ タイ プが 多い 傾 向が あ る。
しか し な が ら、同 じ熱源 あ り タ イ プ で あ っ て も、火 源

の 違 い が焼損規模 の 大小に 関わる と 考え られ る た め、

次節で 火源お よび焼損規模に っ い て述べ る。

FtEfi〔47）

S造 （杷 ）

木造 ｛36｝

火元建物被害が軽微 ・な しの 事例

0％ 　　20％ 　　40％　　60％　　80％ 　　100％

図 7　構造 被害が 軽微 ・な しの 事例の 焼損規模 （火元構造別）

FICRe｛75｝

s造‘36 ，

（2》RC 造の 用 途 ・火源 と焼損規模の 鬨運
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 木造 CIt5，
RC 造 の 用 途 別 焼損 規 摸に 関 し て 、最 も多い 用 途 で あ

る共 同 住 宅 の 火 災 （46 件｝は 部分焼 （34 件）と小 火 （B 件）

鯲 　　　　20覧　　　　40％　　　 OO％　　　 8eVS　　　le ｝

，

図 8　火元構造別に み た 建物用途構成
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図 10 建物 用途 毎 にみ た熱 源発 生 要因 （RC造） 図 9　建物用 途毎にみ た熱 源発生要因 （木造）
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が大部分を占めて お り、 木造に 比べ 焼損規模が 小 さい。
lec造共同住宅 で 部分焼 の 事 例 の 火 源 は 電気 ス ト

ーブ

（4＞、観賞魚用 ヒーター
（4）等の 移動可能な電熱器具 が 多

く、次に 電 灯 電話 等 の 配 線 、 電気機器 が 多く、電 気 関連

の 割合 が 高 い 。 小火 の 事例の 火 源 に つ い て も、 電気 ス

トーブ （2）や観賞魚用 ヒーター
（1）等 、 移動可能な電熱器

が最も多 く 、 次い で煙草（2）と な っ て い る。一
方、全半

焼 した 共 同住宅の 火災事例は火源 が ガ ス 器 具 もしく は不

明 で あ る。

以 上 よ り、地震 前 に使 われ て い た ガ ス 等 の 燃料 の 火気

器 具 で 発 生 した火 災 は RC 造建 物 で も焼損規模が 大 きい

傾向が あ る
一
方、電気に よ る火災は 部分 焼以 下の 割 合 が

高い こ とがわ か る。RC 造建物で 電気関 連の 火 源 が 多い 理

由 の
一

つ と して 、賃貸 マ ン シ ョ ン 等 で は 石 油 や ガ ス ス

トーブの 使用が制限されて い る 場 合が あ るこ とが 考 え ら

れ る。また、RC造共同住宅で焼損規模が 小 さい 理 由 の
一

っ と して、防火 区 画 され て い る こ との 他 に 、 戸 建住宅 に

比べ て築年が 比較的新 しい 場合 が 多い と考え られ、持ち

込 まれ た火 気罌 具 も耐 震 対 策 を備 えた器具が 多か っ た と

考え られ る。

　RC造 で 焼損規模が大 き い 火 災事例の 概要を以 下に 示す。

齟
・地 震 に よ り道路側 に 倒壌 し、3 階共 同 台所 で 炊事中 の

　ガ ス こ ん ろか ら出火 した と推 定 され る築 30 年 の 5 階建

　の 店舗併用 共同 住宅 （簡易宿泊所》。
・地震 に よ り 1 階 部分が座屈 し、都市ガ ス 配管が破断 さ

　れ、漏洩ガ ス に 何 らか の 電気 的 な火 種 に よ り着火 し出

　火 した と推定され る 3 階建 の 共 同住宅 （火 源 不 明）

・地震 に より倒壊 し、4 階 コ ン ピュ
ーター室 にお い て 電

　気系 統か ら出火 したと推定され る 5階建の 事務所 ビル

・全壊 した 5階建の 事務所 ビ ル （出火場所 ・火源不 明）

・
理 科 準備室 の 薬 品棚 か ら出火 と推 定 され る、構 造被 害

　の ない 4 階建の 学校

u a
・全 壌 した 7 階建 の 店舗 併用 共 同住宅 （2 階か 3 階住戸

か ら出火 と推定 ・火源不明｝

・全壌 した 5 階建の 店舗 （1 階天 井裏配線か ら漏 電に よ

る出火 と推定 ｝

・全壊 した 5 階建事務所 （1階が 工場 で圧 壊 ・火 源 不 明〕

・半壊 した 3 階建 の 店舗 （火源 不 明、商店密集地）

・半壊 した 4 階建の ゴ ム 工 場 （4 階プ レ ス 場 か ら出火 と

推定、火源 不明）

・構造被害の ない 2 階建 ゴ ム 工 場 （出火 場所 ・火 源 不 明）

・構 造被害不 明の 4 階建 の 工 場 （出火 場所 ・火 源 不 明｝

以 上 よ り、全 焼 した事例 は構造被害 が 大きい 中低層共

同住宅等 に 多 く、集団火 災に な っ た事例 は、構 造被害が

大きく倒れ込ん だ 中層店舗 ・事務所や 共 同住宅、も し く

は危険物を扱う工 場が多い傾 向が わ か る。

火元 建物の 構造や 用途等の 建物 特 性 に 着 目 し、地 震 時 の

出火機構 を考 察 した。

　木造趣物の 地震時出火機構 に つ い ては 既に 明 らか に

な っ て おりL 言うまで もない が、耐火造建物 等の 出火 機

構 につ い て、兵庫 県南部地 震 後 の 火 災 で は以下の よ うな

傾向 が示 され た 。

　RC 造建物 、 即ち耐火造建物で 発生 した 火災 は、木造等

に 比べ て、概 して焼損規模が 小 さい 傾 向が 見られ た。そ

の 理 由の 一
っ は 、 出火 した RC 造建物の 大半は中高層集

合住宅 であ り 、 各 住戸 で 区画されて お り、全半焼 に は至

りに くい 性質を持 っ て い る こ とがある。二 つ 目は、RC 造

建 物 の 多くは、木造や S 造 に 比 べ 、構 造被害 が 軽 微 で

あ っ た こ とで あ る。そ の
一方 で 、層 崩壊 や 倒れ込 み 等大

き な構 造 被 害 を 受け た 建 物、もし くは 危険物を扱 う工 場
・
で 起きた 火 災は 集団火災や全焼に至 っ てい る事例 が 多い 。
三っ 目に、出火 した RC 造建物の 大半は 中高層集合住宅

で ある こ ととも関連が強い の だが、RC 造建物の 火災 は火

源が電黙器等の 電気関連 で ある 場合が 多 く見 られ 、電 気

に よる火災は 比 較的焼損規模が 小 さめ に とど ま る こ とが

挙 げられ る。

今 後 の 課 題 と し て 、同程 度 の 震度の 地 域 で 出 火 しな

か っ た 耐火造建物 を含め、木造 、 耐火造 、 準耐火造 建物

が混 在 した市 街 地 に お け る 出火 件 数 予 測 手法 の 検 討 等が

残 され て い る。

　本 研 究 の 分 析 対 象 と した 火 災情報データに は、筆者 が

神戸 大 学 大学 院博士 躁程 在籍 当時、実施 した 阪神問 の 各

消 防 局 へ の ヒ ア リン グ髑 査に よっ て収集 した情報が 含 ま

れ て い る。

　調査 に ご協力い た だい た各消防 局 の 関係者の 方 々 に、

改め て 謝意を表 します。
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